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最終報告書の意見                  ２０１１年１１月１７日 

田島正廣 

 
報告書「３検証：利水」では、木曽川の水余りの状況を十分に説明していない。長良川河

口堰の利水問題を検討する場合、木曽川の利水問題とは表裏一体のものである．。  
 
① 国交省は、近年少雨傾向により、ダムによる安定供給可能量は減少しており、必要な需

要量に対して水は余っていないと主張している。  
② これに対して、当専門委員会は、データを解析する中でその傾向は見られないと反論し

ている。しかし、この議論は地球温暖化の中で水掛論に終わる可能性が高い。 
③ 木曽川の利水を見ると全水利用の６５％を農業用水が占める。農業用水の水利用実態を

抜きに利水問題を検討することは出来ない。  
④ 木曽川の利水は、今渡ダムの下流水量にあり、歴史的にも木曽川の水利調整の鍵である。 
⑤ 歴史的な協議の産物は、今渡ダムからの下流責任放流量１００ｍ３／ｓとなっている。

その内、下流犬山頭首工で取水する濃尾用水水利権は５１ｍ３／ｓで大きな値を占める

（参照：表１水利権および先に渡した田島のレポート、農業用水における水資源管理の

実態と課題）。 
⑥ その濃尾用水受益面積は、著しい都市化により、１９６７年１８，０００ｈａ存在した

ものが２００５年現在９，０００ｈａに４０年間で半減しているが、取水量は変わって

いない。この水利権の見直し協議は遅々として進んでいない（参照：濃尾用水受益面積

の変化 図－２及び朝日新聞の記事）。 
⑦ 濃尾用水の水利用実態が分かっておらず、許可水利権の設定は不可解なまま今日に至っ

ている。 
⑧ さらに、不思議なことに、年々受益面積が減少しているに関わらず、最近（１９９９年

から２００４年）の濃尾用水取水量は、随時増加している（参照 参考：図 実績取水

状況、第８回木曽川水系流域委員会 資料６－１）。これはどのような要因によるもの

か説明されていない。  
⑨ １１月７日資料Ｐ５７によれば、「しかし、濃尾平野の主要農業用水において受益面積

が半減するほどの減少をきたしている中で・・・」と記述しているが根拠の数字はどこ

にも見られない。 
⑩ 従って、愛知県は、今後の木曽川水資源問題を検討するためにも、農業用水の水利用実

態を喫緊に調査し、水利権を見直すべきである。  
⑪ 本報告書では、今後の課題として農業用水の実態調査が必要であることを明記して頂き

たい。  
 
備考）田島は、現在建設コンサルタント会社に所属しており、仕事上、表に出るは差し控
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えていた。これまでＰＴ事務局宛に、名前を伏せる形で関係資料を直接提供して来た。木

本委員及び伊藤委員は、知人であり、木曽川の農業用水の水利用について記述して頂ける

ものと信じていました。しかし、その記述が無いまま報告書が作られたことは不満が残る。  
 

表-１ 許可水利権量         (m3/s) 

灌漑期 取水別 用水名 

苗代期 

4/20-6/20 

代掻期 

7/1-7/5 

成育穂ばらみ期 

7/6-8/23 

普通期 

6/21-6/30 

8/30-10/3 

非灌漑期 

10/4-4/19 

木津用水 3.60 18.42 15.41 11.49 - 

宮田用水 6.66 26.04 26.12 19.35  

畑地灌漑 1.13 1.13 1.13 1.13 1.13 

左岸 

小計 11.39 45.59 42.66 31.97 1.13 

羽島用水 1.01 5.49 6.57 4.93  

畑地灌漑 0.06 0.06 0.06 4.99 0.06 

右岸 

小計 1.07 5.55 6.63 4.99 0.06 

 合計 12.46 51.14 49.29 36.96 1.19 

なお、許可水利権設定以前(昭和 33 年)の慣行水利権は、木津用水 23.02m3/s、宮田用水

31.48m3/s であり、羽島用水は合口前も許可水利権で 4.16 m3/s である。 

 

注）水利権の実態 

濃尾用水地区の水利権は、第３回木曽川水系流域委員会の配布資料-7(利水-4)によれば濃

尾用水の灌漑面積は、約 16,700ha、51.06m3/s となっている。濃尾用水の昭和 34年 12月 1

日付け、建設大臣から愛知・岐阜の両知事あて水利権量は下記のとおり。因みに、水利権

水量(必要用水量)の算定式は、(減水深-有効雨量)×受益面積×水路損失(1.15)である。 

この三用水の濃尾用水、宮田用水、木津用水、羽島用水は国営工事濃尾用水事業(第一期)

により取水口が統合されたことにより、その工作物、犬山頭首工は国有財産となり、従来、

三つの用水で個別に存在した水利権は農林省に一括管理されている(２県にまたがる工作

物は国が管理する河川法に基づいたもの)。 
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表-２濃尾用水地区の受益面積の変化 

濃尾用水第一期計画 

(昭和 34 年) 

濃尾用水事業完成時

昭和 42 年度 

(1967 年) 

現況 

(平成 17 年度 2005

年) 

昭和 42 年から

平成 17 年の水

田面積の減少

率 

 

田(ha) 畑(ha) 田(ha) 畑(ha) 田(ha) 畑(ha) 減 少 田

(ha) 

(%) 

宮田用水 13,146.0 - 11,581.0 - 6,310.0 - 5,271.0 46 

木津用水 

(江南・扶桑

地区の畑地

灌漑用水を

含む) 

5593.3 1,498.1 4,534.1 1,498.1 1,887.7 904.0 2,646.4 58 

羽島用水 1,752.7 80.0 1,804.6 - 1,098.6 514.3 706.0 39 

計 20,482.0 1,587.1 17,919.7 1,578.1 9,296.3 1418.3 8,623.4 48 

受益面積は各土地改良区の下記調査による。 

 昭和 42 年度受益面積資料の出典:東海農政局木曽川水系農業水利調査事務所、濃

尾用水地域における単位用水量調査報告書、昭和 60 年 3 月 

 現況(平成 17 年)面積資料の出典:宮田用水土地改良区のホームページ、木津用水

総代会資料、広報羽島用水第 17 号、江南市役所および扶桑町役場からの聞き取り。 

 
注）濃尾用水地区の水田面積の変化 

濃尾用水地区の受益面積は、水利権が設定された昭和 42 年以降、都市化による農地の潰廃

により著しく減少している。表 1 は、昭和 42 年以降の受益面積の変化を表したものである。

この表から明らかなように、宮田用水の受益地(水田)は、昭和 42 年から平成 17 年の 38 年

間で 5,271ha(46%)減少し、木津用水は同期間で 2,646.4ha(58%)、羽島用水は同期間で

706.0ha(39%)が減少している。 

濃尾用水地区の水田が全体で 8,623.4ha 実に 48%、減少している。約半分受益面積（水田）

が宅地等に改変された計算になる。また、江南・扶桑地区の畑地灌漑面積は、昭和 42 年

1,498.1ha から平成 17 年 904.0ha に減少し、この間 594.1ha(40%)減少している。 

受益面積が減少し、単純に同じ割合で必要な取水量が減少するとは思いません。むしろ、

このようなスプロール化の潰廃により必要な管理用水量は増大し、灌漑初期の地下水位の

低下を補うために灌漑初期の必要が増大し、地域の水環境の保全に環境用水が必要となる、

等の問題も生じる。しかし、これらの要因による増加水量を差し引いても地区の受益面積
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が約半分に減少した事実があるにも関わらず、従来の水利権水量がほぼ同量のまま取水さ

れている現状に大いに疑問を生じる。 




